
７３

研　究

戦後日本の貿易分析について

茶　谷　淳

　　目　　　次

１　問題視角

ｕ　戦後貿易確立期の構造とその特徴

ｍ　貿易拡大期の構造とその特徴

ｗ　まとめにかえて

Ｉ　問　題　視　角

　戦後日本の貿易構造は世界経済の構造変化，国際分業関係の再編と ，日本資本主義の

経済構造 ＝再生産運動に対応して変化してきている 。「冷戦体制」や合衆国の統 一一的世

界市場支配などの特徴をもつ世界経済構造と国内の重化学工業が未発達な状態の下で ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
１９５０年代の日本貿易は，対米従属的性格をもっ ていた。日本の貿易は，１９（５０年代半ぼに

構造的な変化を遂げつつ急増する 。これは「高度成長期」の生産力発展，国際競争力の

強化と世界貿易の急速な拡大に対応している 。また１９７０年代半ぼ以後の日本貿易の展開

は， 発展途上諸国や先進資本主義諸国の生産力発展，あるいはその停滞や国際的経済諸

関係，国際的分業関係の変化，世界市場の拡大，国際競争力の優位性の変化など，世界

経済の構造変化に対応したものである 。現在日本貿易は，１９６０年代のような急速な市場

拡大を期待することが困難なもとで依然として輸出を拡大し国際的な競争関係を激化さ

せ， 国際分業関係の新たな再編を促している 。このような国際分業関係の再編は，日本

資本の海外進出とともに世界経済構造の変化を促している 。

　日本の貿易構造は１９７０年代後半を画期として大きく変化する 。この変化が戦後日本貿

易の展開の中でどのような意義をもっ ているのか，また現代世界経済の構造変化，国際
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的分業関係の再編にどのような影響を与えようとしているのか，について明らかにする

ことは現代世界経済における日本経済の到達点を明らかにするためにも重要な課題であ

る。

　日本貿易構造の分析とその特徴把握は，これまで多くの論者によっ て行われてきた 。

日本貿易の分析には，現実の世界経済構造や日本経済の再生産構造との関連性を重視す

る視角から分析したものがある 。この方法による代表的な分析は，名和統一氏による
　　　　　　　　２）
「三環節」論である 。また国際価値論や外国貿易の必然性論など外国貿易理論を現実の

貿易分析に適用する方法もある 。この代表的た分析には，レーニンの「外国貿易の必然
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）

，４）

性に関する三命題」を適用する方法によっ て分析を行った吉村正晴氏の研究がある 。

　では現代日本貿易の特徴を分析するにはどのような方法で分析すればよいのであろう

か。 戦後の国際経済論，貿易論の体系化に関する研究は，目覚ましいものがあ った。し

かし貿易理論を現実の貿易分析に適用するためには，さまざまな点が解明されねぽなら

ない。また複雑な構造をもつにいた った現代日本貿易の分析に「三環節」論を直接適用

することも問題があろう 。そこで貿易分析のために必要な理論的な枠組みの整理を行い

つつ，現実の貿易構造の特徴を様 々な角度から捉ることによっ て， 貿易理論の研究方法

を導き出すことも可能であると思う 。本稿は，現代日本の貿易構造の特徴を考察するこ

とを通して ，現代世界経済構造の特徴や日本経済の再生産構造の特徴の一端を把握する

とともに，貿易分析に必要な視角や方法について考える手がかりを得ようとするもので

ある 。

１）吉村正晴「戦後の貿易構造」九州大学『産業労働研究所報』第６号，１９５３年所収などを参

　照 。・

２）名和統一『日本紡績業の原棉問題研究』黄土杜，１９３７年。戦後その一部分を除いて復刊さ

　れたものが『日本紡績業の史的分析』潮流杜，１９４８年である
。

　　また名和「三環節」論を検討した論者の多くは，「三環節」論が現代日本貿易の分析方法と

　して有効であると考えている 。例えば，１９５０年代の日本貿易構造の特徴把握のために「三環

　節」論を直接適用した松井清『日本の貿易』岩波新書，１９５４年，及び『日本貿易入門』岩波

　新書，１９６２年や。名和「三環節」論のもつ理論的諸問題を検討した霧見誠良「日本貿易構造

　論の分析視角」『世界経済評論』１９７３年５月号，６月号所収などがある。また中川信義ｒ日

　本の再生産と貿易」『世界経済評論』１９７１年４月号所収は，１９６０年代における日本貿易の特

　徴を考察するために「三環節」論を適用した。中川氏は，韓国の貿易構造の分析にも「三環

　節」論を適用しており ，名和「三環節」論を現代貿易分析の方法として十分適用しうるもの

　と理解されている 。

３）吉村正晴『日本貿易論』東洋経済新報杜，１９４８年，『貿易問題』岩波書店，１９５８年
。
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４）名和氏や吉村氏とは異な った視角からの分析もある 。例えぱ，比較生産費説を直接適用し

　戦後日本貿易の特徴を分析したものに，行沢健三　『労働生産性の国際比較』創文杜 ，１９７（１

　年や柳田義章「貿易構造の変化」木下悦二，徳永正二郎編『世界経済と外国貿易』新評論 ，

　１９８５年所収などがある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ｎ　戦後貿場確立期の構造とその特徴

第１表　戦後貿易額の推移

円べ …ス（慮円） ドルベ ー一 ス（百万ドル）
世界輸出に占める

年次
割合（％） 為替 レート

輸出 輸入 出入超額 輸出 輸入 出入超額 輸出 輸　入
＄１＝円

１９５０ ２， ９８０ ３， ４８２ 一５０２ ８２０ ９７４ 一１５４ ］． ４ １． ６ ３６１ ．］

１９５５ ７， ２３８ ８， ８９７ 一１ ，６５９ ２， ０１１ ２， ４７１ 一４６０ ２． ３ ２． ６ ３６０ ．Ｏ

１９６０ １４ ，５９６ １６ ，１６８ 一１ ，５７２ ４， ０５５ ４， ４９１ 一４３６ ３． ４ ３． ６ ３６０ ．Ｏ

１９６５ ３０ ，４２６ ２９ ，４０９ 一１ ，０１８ ８， ４５２ ８． １６９ ２８３ ４． ９ ４． ５ ３６０ ．Ｏ

１９７０ ６９ ，５４４ ６７ ，９７２ １， ５７２ １９ ，３１８ １８ ，８８１ ４３７ ６． ７ ６． ２ ３６０ ．Ｏ

１９７５ １６５ ，４５３ １７１ ，７００ 一６ ，２４７ ５５ ，７５３ ５７ ，８６３ 一２ ，１１０ ６． ８ ６． ９ ２９２ ．１

１９８０ ２９３ ，８２５ ３１９ ，９５３ 一２６ ，Ｉ２９ １２９ ，８０７ １４０ ，５２８ 一１０ ，７２ユ ６． ８ ７． ２ ２１９ ．５

１９８５ ４１９ ，５５７ ３１０ ，８４９ １０８ ，７０７ １７５ ，６３８ １２９ ，５３９ ４６ ，０９９ ９． ８ ６． ８ ２３８ ．５

１９８８ ３３９ ，３９２ ２４０ ，０６３ ９９ ，３２９ ２６４ ，９１７ ユ８７ ，３５４ ７７ ，５６３ ９． ８

６一土
■」讐

『通商白書』各年版より作成 。

　本章は１９５０年代から１９６０年代前半までの構造について考察する 。第１表は戦後日本の

貿易額の推移を示したものである 。まずこの時期の日本貿易について第２表の世界貿易

の推移とあわせて考察すると ，この時期の世界輸出は，急速に増加したが，日本の輸出

はそれを上回る増加率で急増し世界の輸出に占める割合も１ ．４％から４．２％に増大した 。

また日本の輸入も世界の輸入額の増加を上回る増加率で急増し ，貿易収支は１９６０年代ま

で恒常的に赤字とな った。特に１９５０年代後半から１９６０年代前半に輸入が急増した。輸出

の増大をはかるためには，生産力の増強と輸入の急増が必要であ ったことを示している 。

　第３表は商品別輸出入の推移を金額であらわしている 。繊維製品は戦後からの主要輸

出品である 。しかし繊維製品は輸出額の増大にもかかわらず，機械機器類や鉄鋼などの

輸出の急増に伴 って全輸出額に占める割合が大幅に低下する 。また主要輸出品も ，１９５０

年代の綿製品から ，６０年代には合成繊維製品へと変化する 。輸出先は東南アジアや合衆

国， アフリカ向けが大半を占める 。日本の低賃金労働力の利用は，繊維産業の国際競争

（２３５）
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第２表　戦後世界貿易の変化

年　　　次 １９５０ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９８７

先進資本主義諸国
６１ ６５ ６９ ６９ ７１ ６６ ６３ ６６ ７０

発　展　途　上　国 ３２ ２６ ２１ １９ １８ ２４ ２８ ２４ ２０

石油輸出国機構 ７ ７ ６ ６ ６ １３ １５ ８ ５

韓国 ・香港 ・マレーシ ４ ３ ２ ２ ２ ２ ３ ５ ６

ア・ シソガポール

杜　会　主　義　国 ８ １０ １２ １２ １１ １０ ９ １１ １０

世　界　輸　出　計 ６０８ ９３０ １， ２８３ １， ８７０ ３， １３７ ８， ７５０ １９ ．８９９ １９ ，２６４ ２４ ，８２４

先進資本主義諸国
６６ ６６ ６６ ７０ ７２ ６７ ６９ ６８ ７１

発　展　途　上　国 ２６ ２４ ２２ １９ １８ ２２ ２２ ２１ １９

石油輸出国機構 ４ ４ ４ ３ ３ ６ ６ ５ ４

韓国 ・香港 ・マレーシ ４ ３ ３ ２ ３ ３ ４ ５ ５

ア・ シソガポー ル

杜　会　主　義　諸　国 ８ １０ １２ １２ １１ １１ ９ １１ １０

世　界　輸　入　計 ６２７ ９７５ １， ３５１ １， ９７５ ３， ３１１ ９， ０４９ ２０ ，４８７ ２０ ，２５２ ２５ ，７６１

注）世界輸出合計及び世界輸入合計のみ実数（億ドル）。

各地域の数値は世界輸出総計または世界輸入総計に占める割合を示す（％）。

資料）Ｕｎｉｔｅｄ　Ｎａｔｉｏｎｓ，Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，各年版より作成 。

力を強化し，繊維製品を重要な輸出商品とした。合成繊維製品などにみられるような生

産力の増強が，国際競争力の強化を促すとともに衣類から綿製品へ そして合成繊維製

品へという輸出商品の転換を促した。この輸出商品の転換は，日本の輸出市場が主に東

南アジアやアフリカなどの後進国であり ，これら後進国の繊維生産と競合関係に立たさ

れたことによっ ても促された。しかし当時の日本資本は西 ヨーロッパ資本などと競合し

ながら他の地域へ市場を拡大するまでにはいた っていたか った 。

　しかし ，１９５０年代後半から１９６０年代にかげて機械機器や金属品の輸出が急増し ，１９６０

年代中頃には全輸出額の約３０％を占めるまでになる 。機械機器類のなかでは船舶やトラ

ンジスタラジオ，電球などの輸出が急増し，重要な輸出品とな った。これらの商品は

１９５０年代には主に東南アジアやアフリカに向けて輸出されたが，１９６０年代にな って合衆

国向け輸出が急増した。ほかに東南アジアヘは漁業用内燃機関や繊維機械の輸出が増加

した。また１９６０年代にな って西 ヨーロッパヘは船舶の輸出が増加し，合衆国へはテレビ

などの電気製品の輸出が急増した。船舶やトランジスタラジオなども繊維製品と同様に

低賃金に依拠して国際競争力を強化しえた商品である。その一方で，トランジスタ ・ダ

イオード類の輸出増加にみられるような生産力の増強，国際競争力の強化もはかられ ，

（２３６）
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合衆国などと競合しつつ輸出が拡大するようになる 。しかし当時の日本資本の輸出は ，

後進国地域向けの占める割合が高く ，本格的な輸出拡大の時期にはまだ至 っていない 。

　金属品は１９６０年代にな って鉄鋼輸出が増大し１９６０年代中頃には約１５％を占めるまでに

増加した。鉄鋼は１９５０年代には東南アジア向け輸出が大半を占めていたが，１９６０年代に

なると合衆国向け輸出が急増し１９６０年代中頃には約半分を占めるに至る。合衆国や西欧

諸国から導入した技術や資本を応用することによっ て日本資本は，最新鋭の製鉄設備を

備えて生産力を増強し国際競争力を強化した。その結果，日本鉄鋼業は，生産力発展の

鈍化した合衆国鉄鋼業と競合しながら，合衆国へ輸出することが可能になる。しかし伝

統的な鉄鋼生産地域であり ，ＥＥＣの成立によっ て域内資本の競合が激化し急速な生産

力発展を遂げつつあ った西 ヨーロッパ市場などに本格的に参入できるまでには至ってい
　２）
ない 。

　輸入について商品別にみると ，原料品や食料品なとの一次産品が占める割合か大きい 。

原料品や機械機器は１９５０年代後半から ，食料品は１９６０年代前半から急増する 。特に原料

品は１９６０年代中頃には全輸入額の約７０％を占めるまでに増大した。繊維原料は，１９５０年

代中頃に原料輸入額の約半分を占め，合衆国からの綿花が主な輸入品であ った。金属原

料の輸入は，１９５０年代後半から急増し１９６０年代中頃には全輸入額の３０％以上を占めた
。

１９５０年代後半から鉄くず輸入が減少し ，代わって鉄鉱石の輸入が急増した。１９５０年代原

料品の約１／３は合衆国からの輸入に依存していたが，中南米やオセアニアからの輸入

が増大する 。これは高価な合衆国産の綿花や鉄くずなどの輸入が減少し ，比較的安価た

中南米やオセアニア産の鉄鉱石など金属鉱石類や綿花の輸入が増大したことによる 。し

かし１９６０年代においても合衆国からの輸入は日本の原料輸入の約１／４を占めていた
。

また中南米やオセアニア諸国からの原料品の輸入も合衆国系の鉱山資本からの輸入にほ

かならない 。

　生産手段生産部門中心の再生産構造の確立と生産力の急速な発展に伴って綿花などの

繊維原料の輸入が相対的に減少し金属原料，特に安価で加工度の低い鉱石類の輸入が増

大した。輸出量の増大は生産量の増大を促すことになり ，日本の輸出が増大すればする

ほど安価な原料を大量に輸入することが必要となる。名和氏や吉村氏らの分析に示され

たように戦後日本経済も戦前と同様生産力の増強に伴 って ，「原料問題」が必然的に顕

在化するように思われた。しかし戦後世界経済構造が戦前と異な っていたことが，日本

経済の原料問題を比較的容易に解決しえた。すなわち先進国資本の海外進出などによっ

てアメリカ以外の国 々， 特に発展途上国におげる資源開発が促されたこと ，また

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３８）
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ＩＭＦ ・ＧＡＴＴ体制と合衆国支配のもとで形成された統一的世界市場が相対的に安定し

た貿易関係を維持したことなどが，日本資本の原料確保を比較的容易にした 。

　鉱物性燃料は１９６０年代中頃に全輸入額の約１８％を占めるまでに増加した。特に原油は

１９６０年代にな って急増し鉱物性燃料の約８２％を占めるまでに急増した。その大半は西ア

ジア諸国からの輸入であり ，１９６０年代からは東南アジアなどからの輸入も急増した。石

炭の輸入も増加し合衆国やオセアニアからの輸入が増大した。国際石油資本による油田

開発は，中南米以外に，西アジアやイソドネシアなどの東南アジア諸国においても進め

られてい った。このことは日本経済に石油輸入先の分散と安価な石油供給をもたらし日

本経済の生産力の増強を促した 。

　食料品は，１９６０年代にな って急増し１９６０年代中頃には全輸入額の約１７％を占めた 。

１９５０年代は合衆国や東南アジアからそれぞれ３０％程度輸入していたが，１９６０年代になる

と合衆国からの小麦，とうもうろこしを中心とした穀物類の輸入が急増し１９６０年代中頃

には合衆国からの輸入が約４０％を占めるまでにな った。食料品輸入の増大は合衆国など

における農産物の生産過剰と ，安価な労働力の創出などを目論んだ農基法農政のもとで

進展した日本の農業生産構造の変化などによって促された 。

　加工製品は１９５０年代中頃から急増し ，１９６０年代中頃には全輸入額の約２６％を占めた 。

なかでも一般機械を中心に機械機器類の輸入が１９６０年代には約１０％を占めるまでに増大

した。金属加工機械を西 ヨー一Ｐツパや合衆国から ，事務用機械や原動機などを合衆国か

ら輸入した。合衆国からの自動車輸入も１９５０年代末から増加した。鉄鋼も１９５０年代に含

衆国から輸入していたが，１９６０年代になると激減し ，かわ って西 ヨーロッパからの銑鉄

の輸入が増大した。化学品は１９５０年代に合衆国からの輸入が大半を占めていたが ，１９６０

年代になると医薬品を中心として西 ヨーＰツパからの輸入が増大した 。

　この時期の輸入構造の特徴は，まず日本経済の生産力増強，輸出の拡大にともな って

原燃料の輸入が一貫して急増したことであり ，繊維製品の輸出のために繊維原料が，ま

た生産手段生産部門を中心とした再生産構造を確立するために必要な機械機器や金属原

料， 燃料の輸入が急増したことである 。また機械機器から原料や食料品などの一次産品

に至るまで合衆国からの輸入に依存する度合いが非常に高か った。景気変動との関係で

も日本経済が好況期になると急激な輸入増加とな って現れた 。

　国別地域別にみると１９５０年代前半までは合衆国や東南アジア向け輸出が大半を占め ，

東南アジア向げが最も大きな比率を占めた。１９５０年代後半から合衆国からの輸入が急増

し， １９６５年には約３０％を占めるまでに増大した［第４表１。 東南アジア向け輸出は絶対額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３９）
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が増加したものの，全体の約２６％を占めることにとどまっ た。

　合衆国へは１９５０年代に繊維製品などの輸出が多か ったが，そして１９６０年代になると鉄

鋼やラジオなどの輸出が増加し ，全体の輸出額も増大する 。また輸入では食料品や原料

品が占める割合が大きく ，１９５５年には約９０％を占めていた。以後，事務用機械や原動機

などの機械機器類の輸入が増加するにつれて ，原料品や食料品の占める割合が１９６０年代

中頃には約７０％にまで低下した。なかでも原料品の輸入が停滞するのに対し食料品の輸

入が増加した 。

　東南アソア向り輸出は，国別にみるとイノト向けの占める割合が大きい。１９５０年代は

繊維製品のほかに，繊維機械などの一般機械や鉄鋼などが主に輸出されたが，１９６０年代

にな って内燃機関やラジオ，船舶などの輸出が増加し，日本にとっ て機械機器類の重要

な輸出市場とな った。東南アジアからは金属原料や木材などの原料品が主要な輸入商品

であ ったが，１９６０年代になると石油などの燃料の輸入も増大した。このような東南アジ

アとの貿易の増大は日本の賠償協定によっ て促される場合もあ った 。

　西 ヨーロッパや西アジア ，オセアニアなどとの貿易も増加したが，合衆国や東南アジ

アとの貿易に比べ，あまり活発ではなか った。アフリカ ，中南米，杜会主義諸国との貿

易は停滞した 。

　西 ヨーロッパとの貿易は，１９６０年代にな って増加し，５０年代からの船舶輸出の拡大に

加えて ，ラジオや鉄鋼などの輸出が増大した。西 ヨーロッパからの輸入も１９６０年代にな

って増大し，従来からの医薬品を中心とした化学品に加え繊維機械や金属加工機械など

の一般機械類の輸入か増大した。西アソアとの貿易では，繊維製品を輸出し，石油類を

輸入した。特に１９６０年代にな って原油輸入が急増し ，以後，垣常的に対西アジア貿易は

赤字化する 。１９５０年代に繊維製品の重要な輸出市場であ ったアフリカとの貿易では，６０

年代になると船舶や鉄鋼などの輸出が増大した。アフリカからの輸入では綿花の輸入が

多か ったが，１９６０年代になると金属原料や銅などの輸入が増大した。中南米との貿易で

は従来の繊維製品に加えて ，１９６０年代にな って鉄鋼，船舶，ラジオなどの輸出が増加す

る。 また輸入では１９５０年代の砂糖や綿花などのほかに，１９６０年代になると鉄鉱石，石炭

などの輸入が増加し，対中南米貿易収支は１９６０年代前半に赤字化する 。オセアニアとの

貿易は１９６０年代にな って増加する 。主な輸出品は鉄鋼や繊維製品であり ，主な輸入品は

羊毛や石炭などであ った。以後，日本のオセアニアとの貿易収支は恒常的に大幅な赤字

となる 。杜会主義諸国との貿易は１９６０年代にな って増加する 。主な輸出品は繊維，鉄鋼 ，

化学品，一般機械，船舶など，輸入品は，食料品，木材石炭，銑鉄，非鉄金属などであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）
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ったが，日本の輸出入に占める割合は極めて小さい 。

　１９５０年代の日本貿易は，繊維製品を輸出し機械機器から原材料まであらゆる商品を輸

入する対合衆国貿易と繊維製品のほかに機械機器類を輸出し原材料を輸入するという対

東南アジア貿易によっ て支えられていた。このような構造は，戦前の再生産構造と類似

した特徴を多く残していた当時の日本経済が，戦後の世界経済，特に合衆国を中心とし

た国際分業関係に対応した貿易関係を構築することによっ て再生産構造の再編，生産力

の増強を図 ったことを示している 。しかし１９６０年代初頭からは西 ヨーロッパや合衆国向

け輸出が増大する 。また輸入面でもより安価な原料や燃料をもとめて輸入先を変更する

ことによっ て， 合衆国への高い輸入依存度を低下させた。西 ヨーロッパからの機械機器

や化学品の輸入増大にみられるように先進資本主義諸国間の不均等発展が，また発展途

上国における経済開発の開始による安価な原材料の供給が，世界市場における競争を強

め， 日本経済がより安価な商品を合衆国以外に求めることを可能にした 。

　西 ヨーロッパの復興と生産力発展，ＥＥＣの成立は，合衆国資本との競合関係の激化

と生産拡大を促した。１９５０年代における競合関係の激化と世界市場の拡大は，固定資本

投資の増加，技術革新の進展，新生産設備の採用を促した。一方で１９５０年代後半から合

衆国は，生産停滞，過剰資本の滞留が顕在化した。このような１９５０年代から６０年代前半

にかけての先進資本主義諸国間の不均等発展の激化は，日本の欧米諸国からの機械機器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
や技術の輸入を促す条件のひとつとな ったように思われる 。

　１９５０年代の日本貿易の特徴は，名和氏や吉村氏，松井氏など多くの戦後日本の貿易分

析が示しているような特徴，すなわち国内市場狭隆と低賃金に起因する側面もみられた 。

しかし日本貿易は１９５０年代末から６０年代にかけて大きく転換しはじめる 。

　当時の日本経済は，合衆国が形成した国際分業関係を利用することによっ て生産力を

増強し再生産構造を確立し，合衆国への輸出も可能にな ったが，自ら生産手段を生産し ，

強力な国際競争力をもっ て先進資本主義諸国資本と競合しながら輸出を増大し，欧米諸

国を中心に形成された国際分業関係の再編を促すような要因とはまだな っていない 。

　　１）本稿に示された統計数字は，特に出所が明記されていない場合，『通商白書』の貿易統計

　　　にもとづいている 。

　　２）戦後日本の鉄鋼貿易の特徴については，拙稿「戦後日本の鉄鋼貿易について」立叩館大学

　　　ｒ立命館経済学』第３８巻，第１号，１９８９年所収を参照
。

　　３）林直道氏は，１９５０年代の世界経済の特徴のひとつとして独占資本間の設備投資「競争と

　　　「急速な発展の傾向」が前面にでた」時期であることをあげている 。また１９５７～８年恐慌を

　　　画期として合衆国，イキリスと ，西トイソなとのＥＥＣ加盟諸国との間での不均等発展か激

（２４２）
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しくな ったことが指摘されている（詳しくは林直道『国際通貨危機と世界恐慌』大月書店 ，

１９７２
，ｐ．１５５～１５７参照）。 このような構造は，１９５０年代後半に過剰生産と技術の急速な陳腐

化をもたらしたため，日本の技術輸入を容易にしたものと推定できると思われる 。

皿　貿易拡大期における貿易構造の特徴

　本章は，１９６０年代後半から１９７０年代までの貿易構造について考察する
。

　第２表のように１９６０年代後半から１９７０年代にかけて世界貿易は急速に拡大する 。また

第１表のように日本の輸出も世界貿易の約７％を占めるまでに急増した。ドルベ ースで

みると日本の輸出は，６０年代後半から一貫して高い伸び率で増加している 。しかし円

べ一スでみると１９７０年代中頃から輸出額が急増しなくなり１９７８年には１９５２年以来初めて

輸出金額が前年より減少する 。また第５表のように数量べ 一スでみると依然として輸出

量が増加傾向にありながらも増加テン ポが１９７０年代中頃から急速に低下している 。１９７０

年代中頃の世界恐慌を画期として日本の輸出構造が変化し始めたことを示している 。

　１９７０年代中頃以後，ドルベ ース ，円べ 一ス ，数量べ 一スでみた場合に輸出の態様がそ

れぞれ異なるのは，為替相場の変動，イノフレーションの進行などに対応して日本資本

がドルベ ースでの輸出価格を引き上げ輸出金額の増加を図 ったためであると思われる 。

また輸出価格を引き上げても輸出数量が増加していることから ，輸出価格の引き上げに

もかかわらず日本資本が輸出を引き続き拡大できる条件があ ったことを示している 。減

量経営，「合理化」 ，技術革新などによる費用価格の低下をはかることによっ て， 日本資

本は，輸出による利潤を確保し国際競争力の圧倒的な優位を維持しえたと思われる 。ま

た輸出価格の引き上げが可能な部分もあ ったが，その一方で発展途上国の追い上げなど

によって輸出価格の引き上げが困難な産業部門は，一定の利潤率を確保できなくなり ，

国内市場へのシフト ，国内生産の縮小，資本の他部門への流出，在外生産などを迫られ

た。 その結果，当該商品の輸出の減少，輸入の増加がみられるようになる 。

　また輸入も急増し ，一時は世界貿易の８％近くを占めた。輸出の急増が輸入の増加を

ともなうという１９６０年代前半からの貿易構造は１９７０年代にな って定着した。原燃料の輸

入量が急増し ，少しでもその輸入量が増大したり価格が高騰した場合，日本の貿易収支

は赤字化した。しかし日本の生産力発展と輸出の急増に対応して輸入額も増加するとい

（２４３）
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う構造は，１９７４～５年世界恐慌を契機として少しずつ変化してい った。これは円高とい

う為替相場の影響もあるか。むしろ不況の進行によっ て輸入原燃料を大量に消費する素

材産業などが「高度成長」期までのような生産拡大傾向から停滞基調に移行したためで
　１）
ある 。

　日本の貿易は，１９７０年代後半を契機として転換しはじめる 。「高度成長」期に日本資

本は生産力の増強をはかり国際競争力を一層強化し，世界市場において絶対的な優位性

を獲得した。１９７０年代中頃の世界恐慌を画期とした世界経済構造の変化は，日本の国際

的分業関係の再編を促し日本経済の再生産構造の再編をも促した。それに対応して日本

の貿易も変化を促されたのである 。

　第３表をみると１９７０年代，特に前半まではとんどの輸出商品が増加傾向にあ った。し

かし１９７０年代中頃からは金額べ 一スでは増加傾向にあるにもかかわらず，第４表のよう

に数量べ 一スでみると減少傾向にある商品がみられるようにな った。また新たに輸出さ

れるようにな った商品や輸出量が増加した商品もみられる 。すなわち商品間の輸出動向

の相違が顕著にな った 。

　機械機器は，特に１９７０年代前半まで急増し１９７０年代には全輸出額の約半分を占めた 。

一般機械は，１９６０年代後半から１９７０年代までにほぽ９倍に増加し ，１９７０年代中頃から全

輸出額の約１４％を占めた。繊維機械は，織機や撚糸機などが１９６０年代末から７０年代初頭

にかけて急増するほか，紡績機械も１９６０年代末と７０年代中頃に急増する 。これら繊維機

械の輸出は，韓国や台湾などの東南アジア向け輸出が増大したことによる 。１９７０年代に

は金属加工機械，特に工作機械の輸出が増大した。これは合衆国向けや韓国，台湾など

の東南アジア向け，オセアニア向け輸出が増加したことによる 。機種も従来の普通旋盤

などにかわ ってＮＣ系の工作機械の輸出が急増した。また合衆国を中心とした先進資本

主義諸国向けの輸出が１９７０年代後半に急増した。事務用機械の輸出も１９７０年代にな って

急増した。なかでも電卓は合衆国や西ドイツ ，オラソダなどのＥＣ諸国向けが急増した 。

また新たに電子式自動デ ータ処理機などの商品が輸出されるようにな った 。

　一般機械の輸出は，当初，東南アジア向げ輸出が全体の半数近くを占めていたが ，

１９７０年代にな って合衆国向けや西 ヨーロッパ向け輸出が大幅に増加した。「高度成長」

期まで日本経済は生産力を増強するために，一般機械などの生産手段を合衆国や西 ヨー

ロッパ諸国から輸入しなけれぼならなか った。しかし１９７０年代において日本資本は，合

衆国や西 ヨーロッバの諸資本と競合し先進諸国への輸出を増加するような段階に至 った 。

東南アジア向け輸出の増大は，韓国や台湾などの国 々カミ生産手段や資本，技術などを外

（２４５）
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国から導入し工業化を推進し始めたこと ，そして日本資本がこれらの諸国に進出し在外

生産を開始したことによっ て促された。日本の一般機械輸出の増大は，日本資本の生産

力の増強，国際競争力の強化によっ て促されただげでなく ，東南アソアなどの発展途上

国における経済開発 ・工業化の進展，不況や恐慌を契機とした先進諸国における生産力

停滞，更新需要の増大なども原因である 。

　電気機械の輸出も全輸出額の１７％を占めるまでに急増した。１９６０年代後半からはラジ

オに加えテープレコーダーなど，１９７０年代前半にはカラーテレビなど，そして１９７０年代

後半になるとＶＴＲや半導体素子なとというように，既存の主要輸出商品の輸出星か増

大する一方で，新たな商品の輸出が急増するという構造がみられた。また１９７０年代後半

にラジオやテレビなどは，輸出数量の増加が鈍化しても ，輸出金額が引き続き急増する

傾向もみられた。地域的には，１９７０年代初頭まで合衆国向けが約４５％を占めていたが
，

１９７０年代後半には，３０％程度まで低下し ，東南アジア向けは２０数％，西 ヨーロッパ向け

は１Ｏ数％とあまり変化しなか った。かわ って１９７０年代後半からは西アジアや杜会主義諸

国向けの輸出が急増した。電気機械輸出の急増は，電機資本の生産力発展にともなう国

際競争力の増強とその圧倒的優位によるだけでなく ，産油国など発展途上諸国の経済発

展など市場の変化によっ ても促された 。

　輸送機械の輸出も急増し，電気機械と並ぶ日本の代表的輸出商品とな った。１９７０年代

前半までは船舶が，そして１９７０年代後半にな って自動車の輸出が急増した。船舶は ，

１９７０年代初めまでアフリカや西 ヨーロッパ，東南アジア向けの輸出が，１９７０年代にな
っ

て中南米向げ輸出が増加した。１９６０年代後半からの世界貿易の急速な拡大にともない安

価な大量輸送手段として船舶需要が増加したこと ，特に世界的な石油需要の増大によっ

てタ１■カー需要が増加したことが船舶輸出の増大を促した。しかし１９７４～５年恐慌を契

機とした石油価格の上昇と世界的な不況の進行は，超大型船舶に対する傭船需要の減少

と輸送 コストの上昇，船舶輸送をめぐる国際的な競争の激化を招き ，大型を中心に新造

船舶に対する需要が減少した。また韓国などの発展途上国におげる造船業の生産力発展

は， 低賃金を基礎とした国際競争力を強化し競合関係に立つようにな った 。

　自動車は１９７０年代末には全輸出額の１７％，全機械機器輸出の約２１５を占めた。自動

車輸出は１９６０年代後半から１９７０年代前半にかけて合衆国や西 ヨーロッパ向け輸出が急増

し， 東南アジア ，アフリカ ，中南米，オセアニアたどの占める割合が低下する 。１９７０年

代後半には，合衆国や西 ヨーロッパ向け輸出が大半を占めるようになり ，特に合衆国向

けが約５０％を占めた。また西アジア向け輸出も増大する 。自動車は，１９６０年代から輸出

（２４６）
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されていたが１９６０年代末まで余り増加しなか った。しかし１９７０年代に自動車輸出が急増

したのは，日本国内における道路網の整備や自動車の大衆商品化，すなわち自動車か生

産や生活に不可欠の手段とな ったことによっ て国内の自動車需要が急増したことが，独

自の大量生産方式の導入と生産 コストの引き下げなどを促して自動車資本の生産力や国

際競争力を増強し ，合衆国などの先進資本主義国の資本と競合関係に立ちながらも輸出

を拡大できるようにな ったためである 。また東南アジアなどの発展途上国における経済

開発の進展や第１次オイルシ ョックを契機とした世界的な石油価格の上昇などによる先

進諸国における小型車需要の増大は日本からの自動車輸出を促した 。

　精密機械は１９７０年代後半にな って急増した。これはカメラの先進諸国向け輸出が増大

したことや，複写機などの新しい商品の輸出が増加したことによる。精密機械の輸出は ，

合衆国や西 ヨーロッパ向けがそれぞれ約３０％，東南アジア向けが２０％前後を占めた。ま

た時計類もコストダウンやデジタル化などの技術革新が進み，価格の引き下げと高技術

集約化を図 った。カメラも一眼 レフ を中心に，高技術集約化と低廉化を進め，生産力の

増強と国際競争力の強化をはかり ，先進諸国と競合しながらも輸出量を増加した 。

　金属品，とりわけ鉄鋼は，機械機器とならぶ代表的な輸出商品である。鉄鋼の輸出は ，

数量的には１９７６年まで，金額的には１９８０年まで増加傾向にあり ，全輸出額の１５～２０％を

占めた。１９６０年代後半には合衆国向けが約４０％，東南アジア向けが約２５％を占めた。７０

年代前半には合衆国向けが２０％程度に低下し ，代わ って西 ヨーロッパ ，西アジア ，中南

米， 杜会主義諸国向け輸出が増加した。しかし１９７０年代末になると西 ヨーロッバ向け ，

中南米向けなどの占める割合が低下し ，東南アジア向け輸出が増大する 。鋼種別では大

きな割合を占める熱間圧延鋼材のはか，１９７０年代には冷間圧延鋼材や表面処理鋼材 ，

シームレスパイプなどの占める割合が高まる 。

　鉄鋼輸出の増加は，１９７０年代初頭までに日本鉄鋼資本が最新鋭の製鉄技術や労務管理

の徹底などを通して生産力増強，国際競争力強化をはか ったことだげでなく ，６０年代後

半から非同盟運動や外資依存政策など様 々な要因によって促された発展途上国の経済開

発による鉄鋼需要の増大や，「高度成長」にともなう鉄鋼需要の急増，先進資本主義諸

副こおける鉄鋼生産力の停滞などによっ て促された 。

　日本国内の粗鋼生産は１９７３年以来，低下した。しかし徹底した「合理化」と効率化 ，

技術革新などによっ て一層国際競争力を強化するとともに，石油開発の進展に伴うシー

ムレスパイプ需要の増大や自動車，電気機械などの機械機器生産の工業生産に占める割

合が増大し冷延鋼材や表面処理鋼材の需要が増加したことに対応して日本鉄鋼資本は再

（２４７）
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生産運動の態様を再編する 。また先進資本主義諸国における鉄鋼生産力の停滞や，韓国

など東南アジア諸国における発展途上国の工業化，西アジアや合衆国での石油採掘の拡

大など，１９７０年代における世界的な鉄鋼需要の変化に対応することによっ て日本の鉄鋼

資本は輸出増加をはか った。１９７０年代初頭の発展途上国の製鉄所建設は，世界的な鉄鋼

需要の増大という予測に立ち鉄鋼生産の新しい国際分業体制の形成と過剰資本の処理を

目的とした日本鉄鋼資本の援助によっ てすすめられた。これは１９７０年代末における発展

途上国での鉄鋼生産の増大と世界市場における競争の激化を招き ，鉄鋼輸出の停滞や日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
本鉄鋼資本の再生産運動の変更を促す要因の一つとな った 。

　繊維製品の輸出は１９７０年代も増加傾向にあ った。しかし１９７０年代末には全輸出額の約

５％を占めるにすぎない。繊維製品の輸出増大は，合成繊維製品の輸出増大による 。し

かし合成繊維製品の輸出も１９７０年代中頃から増加率が鈍化する 。１９６０年代に新しい輸出

商品として生産力を増強した合成繊維製品は，高い国際競争力を備えることによって

１９７０年代初頭まで輸出を拡大することができたが，石油価格の高騰と合衆国や東南アジ

アなとの市場における発展途上諸国製品との競合か激化する中で輸出か停滞する 。発展

途上国における繊維産業の生産力発展と国際競争力の増強は，１９６０年代後半から始まっ

た日本繊維資本の海外進出，在外生産の活発化によるものである 。日本繊維資本の在外

生産の展開は，国内生産の高付加価値化を促す一方で，発展途上国での繊維製品の生産

と輸出を促した。また発展途上国における繊維製品の生産は，日本の生産停滞と結び付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
いて日本からの機械類輸出の増大を促した 。

　１９７０年代までの日本の輸出急増は，「高度成長」期における生産力の増強と国際競争

力の圧倒的な優位性によっ て促された。その背後にはＱＣ活動や労働組合対策とい っ

た労務管理政策の展開や下請け関孫が，資本のフレキシブルな生産過程の再編成と高い

生産性の上昇を可能にし，費用価格の上昇を抑制したことなどがある 。合衆国を中心と

する統一的世界市場体制のもとで発展途上国の経済開発，先進資本主義諸国の生産力増

強や，資本の国際的活動の活発化，不況による生産力停滞などによっ て促された各国民

経済の不均等な発展が戦後世界経済の構造変化と世界貿易や世界市場の拡大をもたらし

た。 日本経済は，このような戦後世界経済構造の変化に対応して既存の国際分業関係を

再編成することによっ て輸出市場を確保し，また更に生産力を増強したのである 。

　ひきつづき第３表をみると日本の輸入構造の特徴は，まず鉱物性燃料の輸入が急増し

たことである 。原料品の割合は１９７０年代末には約２０％にまで低下した。１９７０年代前半ま

で増加傾向にあ った金属原料や繊維原料の輸入が１９７０年代前半以後，停滞，減少傾向に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４８）
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あっ た。 「高度成長」期における鉄鋼業や繊維産業などの急速な生産力増強は，鉄鉱石

や綿花などの原料輸入の増大を促した。しかし合成繊維製品への生産領域の拡張とい っ

た再生産構造の変化や，１９７０年代中頃以後の長期不況と国際的競争関係の激化によっ て

素材産業の生産停滞，海外生産への移行が進行したことは，原料輸入の絶対的な減少を

促した。また原料輸入先にも変化がみられ，金属原料の輸入は特にオセアニアからの輸

入が増加する 。これは日本の鉄鋼資本や商仕がより安価な金属原料を確保するためにオ

セアニアにおいて鉱山の開発を積極的に展開したことによる 。いわぼ原料を確保する過

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）程までも含めた日本資本による国際的分業関係の再編が進行しているのである
。

　鉱物性燃料は，「高度成長」期の石油や石炭の輸入増大によっ て急速に増加した。日

本経済は，大量の安価な石油の輸入に依存する再生産構造に変化することによっ て生産

力発展を遂げた。日本の生産力が発展すると ，石油の輸入量が急増した。だが１９７３年の

石油価格の高騰と長期不況を契機に，日本経済が素材産業を中心に牛産が停滞したり ，

徹底した「合理化」カニすすめられるなかで石油消費量，輸入量は停滞する 。石炭の輸入

も同様の傾向をたどる 。しかし二次にわたるオイルショックやインフレ ー一 ショノの進行

によっ て石油の輸入金額は，１９７０年代も増加傾向にあ った。石炭の輸入は１９７０年代後半

にな ってオセアニアからの輸入が増大した。また石油はほとんど西アジアから輸人した

が， 東南アジアや杜会主義諸国からの輸入も増加した。これは日本資本が石油価格の高

騰を契機として ，より安価な燃料をもとめ，油田や鉱山の開発を行 ったことなどによる 。

　原燃料輸入の停滞は，１９７０年代中頃において日本の輸入構造が転換し始めたことを意

味する 。また原燃料の輸入先も世界の広範な地域に分散する傾向がみられた。これは ，

発展途上国などが経済開発資金を獲得するために自国資源の開発に力をいれたことや
，

エネルギー価格の高騰によっ て限界鉱山の開発が可能とな ったことのほかに，日本資本

が海外進出によっ てより安価な原料調達を行うようにな ったからである 。

　食料品の輸入は１９７０年代前半まで急増した。合衆国からのとうもろこしや小麦などと

いっ た穀物類の輸入が急増した。これは合衆国の農産物の過剰生産，日本の輸入規制の

緩和や酪農生産が進み飼料用穀物の需要が増大したことなどによる 。また１９７０年代中頃

より東南アジアや西 ヨーロッパからの魚介類の輸入が増大する 。これは漁獲 コストの上

昇や漁獲量の減少などによっ て日本漁業の生産力が停滞したことによっ て促された。ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
た東南アジアなど発展途上国の低賃金労働力，低地代の利用と ，安価な魚介類の獲得を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
目的とした日本資本による養殖事業の展開も魚介類の輸入増加を促した 。

　加工製品では，１９７０年代前半まで機械機器や非鉄金属，銑鉄などの輸入が増加し ，

（２４９）
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１９７０年代後半になると繊維製品，雑貨の輸入が増加した。これに対し機械機器の輸入は

７０年代中頃から減少，停滞した。地域的にも１９６０年代後半に合衆国から約６０％，西 ヨー

ロッパから約４０％輸入していたが，７０年代後半には合衆国から約５０％，西 ヨーロッパか

ら４０％，東南アジアから約１０％を輸入するなど輸入先がより分散化する傾向がみられる 。

１９７０年代初頭までは　般機械か機械機器輸入の約６０％を占め，合衆国から事務用機械や

原動機を，また西 ヨーロッパから金属加工機械や繊維機械などを輸入した。「高度成長」

期における日本経済の生産力発展は，欧米から生産手段の輸入を必要とした。しかし

１９７０年代に日本経済は急速に生産力を高め，先進資本主義諸国と競合するようになり ，

欧米諸国からの一般機械の輸入が減少した。電気機械は１９７０年代中頃から輸入が増大し
，

合衆国から集積回路などの半導体素子類が，東南アジアからはラジオなどの輸入が増大

した。これは電機資本の高付加価値化を軸とした日本におげる生産体系の再編や，労働

集約的な組立工程の海外移転なとの形態による日本資本の在外生産，発展途上国での電

気機器生産の発展に対応している。輸送機械は合衆国や西 ヨーロッバからの自動車輸入

が増大した。また精密機械は１９７０年代後半に急増した。１９６０年代より計測機器を中心に

欧米諸国から輸入していたが，１９７０年代後半からは東南アジアからの時計の輸入が増加

した。東南アノアからの時計輸入の増大は，香港なとにおける時計産業の生産力発展や

日本の時計資本の在外生産の展開によって促されたものである 。

　また衣類などの繊維製品や雑製品も１９７０年代中頃から東南アジアからの輸入が急増す

る。 これは日本の繊維資本が縫製などの労働集約的な生産過程を東南アジアに移転する

など在外生産を展開したことや，途上国繊維産業の生産力発展によっ て綿製品などにお

ける国際競争力が強化されたことによる 。

　国別地域別にみると［第４表１． １９７０年代前半まではどの地域へも輸出が急増した。そ

の中で東南アジア向けの占める割合はあまり変わらなか ったが，合衆国向げ輸出の占め

る割合が大幅に低下し ，西 ヨーＰツバ向け輸出の占める割合が上昇した。また１９７０年代

後半にたると合衆国向けや杜会主義諸国，アフリカ ，中南米向け輸出の占める割合が増

加する 。輸入では西アジアからの輸入が１９７０年代中頃から急増し７０年代後半には約３０％

を占めた。同様に中南米も７０年代中頃から上昇傾向にある 。西 ヨーロッパや北アメリカ ，

オセアニア，アフリカからの輸入の占める割合が，１９７０年代にな って低下傾向にある 。

特に合衆国の占める割合は急激に低下した。東南アジアからの輸入が占める割合は，ほ

とんど変わらない 。

　合衆国への輸出は，機械機器や鉄鋼を中心として１９７０年代前半まで急増した。機械機

（２５０）
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器では自動車や金属加工機械，事務用機械などの一般機械，カメラなどの精密機械の輸

出が急増した。１９７０年代後半には鉄鋼やテレビ，ラジオなどの輸出が停滞する 。テレビ ，

ラジオの輸出停滞は，輸出自主規制の影響と同時に，日本の電機資本が合衆国で現地生

産を始めたことにもよる 。

　合衆国からの輸入は１９７０年代前半まで急増し ，穀物類や木材，綿花，石炭などのほか

に， 金属加工機械，事務用機械などの一般機械，自動車などの輸入が増加した。しかし

１９７０年代中頃を契機として綿花や鉄くずなどの原料品，石炭や一般機械，自動車などの

輸入か停滞，減少し ，とうもろこしなとの農産物や木材，航空機や集積回路なと先端技

術集約部門の一部商品の輸入が増大した 。

　１９７０年代を画期として日米間の貿易関係は，日本が機械機器から原料品までを合衆国

から輸入していた構造から ，日本が合衆国へ鉄鋼，機械機器から繊維製品にいたるあら

ゆる商品を輸出し ，合衆国が農産物や原料品の一部と先端技術集約部門の一部商品を輸

出するという構造に変化した。このような日本と合衆国との貿易構造，国際分業関係の

変化は，日本の生産力発展に伴う国際競争力の増強や日本経済の再生産構造の変化だけ

が原因であるのではなく ，合衆国の多国籍企業の海外進出や軍産複合体の深化などによ

って合衆国の生産力発展が鈍化し，国際競争力がより一層弱体化したことなどによっ て

も促された 。

　東南アジアとの貿易は，１９７０年代に入 って急増し ，特に台湾，韓国，香港，シソガ

ポール，イソドネシアとの貿易が増大した。機械機器の輸出が増大し１９７０年代末には輸

出額の約半分を占めた。１９７０年代前半までには繊維機械や船舶が，また１９７０年代後半に

は内燃機関，金属加工機械，事務用機械，白動車，ラジオ ，テレビ，半導体素子類，そ

して鉄鋼の輸出が急増する 。東南アジアからは，石油などの鉱物性燃料の輸入が急増し

たほか，魚介類や繊維製品の輸入が急増した。また１９７０年代後半には電気機械などの輸

入も増加傾向にある 。

　東南アジア諸国は１９７０年代に日本など先進資本主義諸国から資本や技術，生産手段を

積極的に導入することによって生産力が発展した。東南アジア各国におげる経済建設の

開始は繊維製品やラジオなどの消費財需要や生産手段需要の増大をもたらした。日本な

ど先進国資本の在外生産の展開によっ て， 労働集約的な製造工程をもつ雑貨や繊維，ラ

ジオなどの生産が促され，これに必要な機械類や中間財，合成繊維製品などの日本から

の輸入を促した。そして東南アソアて生産された衣類なとの繊維製品や靴なとの雑貨 ，

ラジオなどの日本への輸出が増大する 。また石油輸入の増大は石油価格の上昇，石油需
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要の増大，日本資本の油田開発などによる 。

　西アジアとの貿易は１９７０年代に急増する 。先進国における石油輸入の増大と石油価格

の上昇は，西アジア諸国における経済開発と石油採掘の増大を促した。繊維製品から鉄

鋼， 機械機器まであらゆる商品の輸出が急増した。１９７０年代中頃からの不況下で世界的

に需要が低迷した際に，西アジアにおけるシームレスパイプや構造用鋼材などの需要が

増加したことは日本の鉄鋼資本に重要な市場をもたらした。機械機器は１９７０年代末に全

輸出の約６０％を占め，内燃機関や鉱山建設機械，荷役機械，加熱冷却機械，重電機器 ，

回路用品，家電，有線通信機器，自動車などの輸出が増大した。輸入はほとんど石油類

で， 特に原油や液化ガス が急増する 。しかし石油輸入量は，「合理化」の進展や輸入先

の分散によって１９７０年代中頃から減少傾向にある 。しかし輸入金額は石油価格の高騰に

よっ て増加した。そのため貿易収支の赤字幅が，急に拡大することもあ った 。

　西 ヨーロッパとの貿場は，１９７０年代にな って急増する 。輸出では，主に機械機器が急

増した。１９７０年代前半までは，繊維製品の輸出が停滞し ，船舶や鉄鋼，ラジオ ，テレビ

などの輸出が急増した。１９７０年代中頃からは船舶や鉄鋼などの輸出が減少し ，自動デ ー

タ処理機などの事務用機械，金属加工機械，ＶＴＲなどのテープレコーダー 類， 半導体

素子類，自動車，カメラや複写機などの輸出が増大した。輸入では１９７０年代に機械機器
，

特に繊維機械や事務用機械，金属加工機械など一般機械の輸入が減少，停滞した。しか

しセーターなどの繊維製品や医薬品，肉やアルコール飲料，自動車などの輸入が増大し

た。１９７０年代になると西 ヨーロッパ諸国は先進資本主義国として巨大な市場をもっ てい

るにもかかわらず，インフレーションの進行，合衆国資本を含む域内での競合関係の激

化， １９７４～５年世界恐慌後の不況の長期化などによっ て生産力発展が鈍化する 。その結

果， 多くの商品で西欧資本に対し日本資本の国際競争力が絶対的優位に立つようになる
。

　中南米との貿易も急増した。輸出は，１９６０年代後半に繊維製品が停滞し ，鉄鋼や機械

機器が急増した。１９７０年代中頃になると鉄鋼輸出が減少し ，より一層機械機器輸出が増

加する 。機舛機器では事務用機械や内燃機関，金属加工機械，ラジオ，通信機器部品 ，

重電機，輸送機械の輸出が急増した。１９７０年代初頭までは船舶輸出が急増し ，１９７０年代

中頃から自動車や自動車部品の輸出が増大する。輸入では砂糖などの食料品の輸入が

１９７０年代前半まで増加するが，以後減少，停滞傾向にある 。また原料品では綿花などの

繊維原料は１９６０年代後半から ，非鉄金属鉱などが１９７０年代後半から減少傾向にある 。し

かし鉄鉱石や石油の輸入は，増加傾向にある 。１９７０年代中頃から銅などの非鉄金属や電

気機械などの加工製品の輸入も増加した 。
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　オセアニアとの貿易は１９７０年代にな って増大した。繊維製品や鉄鋼の輸出が停滞し機

械機器の輸出が急増した。一般機械の輸出は増加傾向にあり ，特に１９７０年代後半に事務

用機械が増加した。またテレビなどの電気機械は７０年代後半に停滞した。輸送機械では

１９７０年代中頃までは自動車が，以後，船舶や自動車部品の輸出が増大した。輸入では

１９７０年代を通して食料品や石炭などの輸入が増加した。羊毛や鉄鉱石，ポーキサイトな

どは１９７０年代中頃から減少傾向にある 。その一方でアルミ地金など非鉄金属の輸入が

１９７０年代後半から急増した。オセアニアとの貿易は，日本が機械機器を輸出し ，金属品

や原燃料をオセアニアから輸入するという構造とな った 。

　アフリカとの貿易は１９７０年代中頃まで増加傾向にあ ったが７０年代末には停滞した。繊

維製品や機械機器輸出の大半を占める船舶の輸出が１９７０年代中頃まで増加したが，以後

減少した。しかし内燃機関や建設鉱山機械，金属加工機械，テレビ，テープレコーダー

重電機器，ラジオなどの輸出が１９７０年代後半に増加する 。輸入も ，コーヒー や銅などを

中心として増加傾向にある 。しかし鉄鉱石や綿花，石油などの輸入は，１９７０年代前半ま

で急増したが，以後，減少傾向にある 。日本の輸出にとっ てアフリカ市場は，それほど

大きくない。しかし１９７０年代中頃までアフリカ南部を中心に経済開発がある程度進めら

れアフリカ市場が拡大したことはその時期における日本の貿易拡大を促した。繊維製品

の輸出減少は，東南アジア諸国など発展途上国製品との競合関係が激化することによっ

て促された 。

　杜会主義諸国向けの輸出は１９７０年代中頃から繊維製品や鉄鋼，機械機器を中心に増加

した。とりわけ鉄鋼が全輸出額の約４０％を占めた。金属加工機械や加熟冷却機械，荷役

機械，船舶などの機械機器は１９７０年代後半に急増した。電気機械や精密機械の占める割

合は低い。杜会主義諸国からの輸入も増加傾向にある 。木材や綿花などの輸入が急増し

たが，１９７０年代は停滞した。１９７０年代後半からは繊維製品や石油輸入が増大した。杜会

主義諸国との貿易は，ココムの規制によっ て機械機器輸出が抑えられていることなどか

ら市場としては小さか った。しかし１９７０年代において杜会主義諸国は，鉄鋼など特定の

商品にとっ て重要な輸出市場とな った。中国による安価な繊維製品の輸出増大は，国際

的な競合関係を激化させるようにな った 。

　１９６０年代後半から世界貿易は急速に拡大した。発展途上国での経済開発の活発化や先

進諸国における過剰生産，過剰資本の顕在化や生産力の発展テンポの鈍化，牛産力発展

の不均等の激化，多国籍企業の海外進出などとい った戦後世界経済の構造変化は ，１９６０

年代から１９７０年代前半における世界市場の拡大をもたらした。また１９７０年代中頃の世界
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恐慌と不況の進行は，先進諸国の生産力発展の鈍化をもたらしたが，西アジアや東南ア

ジアなどの諸国での経済開発が依然として進行したことや先進国間の生産力の不均等発

展は，世界貿易が急激に縮小することを妨げた。１９６０年代後半から１９７０年代におげる日

本貿場の急増は，日本経済の生産力増強と国際競争力の圧倒的優位によっ て促されただ

けでなく ，このような戦後世界経済の構造変化，世界市場の拡大によっ て促されたもの

である 。すなわち日本経済は戦後世界経済の構造変化に対応して国際的分業関係を再編

することによっ て輸出を拡大したのである 。日本経済は貿易関係を再編，拡大すること

によっ て世界市場への依存度を強め，再生産構造の再編を促し生産力の増強と国際競争

力の強化を図 った。そして日本資本は，合衆国など他の先進資本主義諸国と競合関係に

立つ商品を大量に輸出することによっ て， また海外進出，在外生産の展開によって世界

経済構造の変化を促し始めた。１９７０年代における日本貿易は，国内市場の変化や景気動

向など国内の再生産運動の態様によっ て規定される構造から，世界経済構造や国際分業

関係の変化と日本経済の再生産運動の態様の変化の両面から再編を促されるようにな っ

た。

　　１）１９７４～７５年の世界的な生産停滞をｒ恐慌」と捉えるものには，例えぽ。木下悦二ｒ現代資

　　　本主義と１９７４ ・７５年恐慌」同『現代世界経済論』新評論杜，１９７８年，同「１９７４－７５年恐慌後

　　　の新局面」同『現代資本主義の世界体制』岩波書店，１９８１年所収，や小松善雄ｒ日本国家独

　　　占資本主義と産業循環」同『国家独占資本主義の基礎構造』合同出版，１９８３年所収，などが

　　　ある 。

　　２）前掲拙稿を参照 。

　　３）岩田勝雄『日本繊維産業と国際関係』法律文化杜，１９８４年，参照 。

　　 ４）鉄鋼産業の原料問題と海外進出については市川弘勝「日本鉄鋼業における原料資源問題」

　　　『東洋大学経済研究所研究報告』第２号（１９７６）１９７７年，参照 。

　　５）国際経済論の理論体系のなかに発展途上国の低地代の問題を位置付けたものに村岡俊三

　　　『世界経済論』有斐閣，１９８８年４月 ，第４章がある 。ただし氏の説明は，『資本論』の地代規

　　　定をそのまま世界市場に直接適用したものであり ，一国民経済内部における問題と世界市場

　　　における問題とが同一視されているように思われる 。

　　６）１９７０年代における日本の漁業生産の停滞については長谷川彰，廣吉勝治「日本漁業の構造

　　　と展開」障峻衆三，中野一新編『日本資本主義と農業 ・農民』１９８２年所収，を参照。また日

　　　本資本と東南アソアにおける養殖事業との関連については，村井吉敬『エヒと日本人』岩波

　　　書店，１９８８年に詳しい
。

（２５４）



戦後日本の貿易分析について（茶谷） ９５

１Ｖ　若干のまとめ

　１９５０年代中頃から戦後世界経済構造は，大きく変化し始めた。それは，西 ヨーロッパ

の復興と生産力発展，合衆国資本との競合関係の激化，先進資本主義諸国における生産

拡大と過剰資本の滞留，発展途上諸国の独立と自立的国民経済形成，資源開発の開始と

先進諸国の援助政策の展開などとして現れた。このような世界経済の構造変化は，欧米

諸国による国際的分業関係の再編を促し始める 。合衆国が形成した統一的世界市場のも

とでの戦後世界経済の構造変化は，世界市場の拡大と安価な原料の新たな供給源をもた

らし ，日本の輸出市場や機械機器，安価な原料や石油，技術の獲得を容易にした。日本

経済が国際競争場裡において輸出を増大させることができたのは，日本経済特有の低賃

金構造だけではたく ，このような戦後世界経済構造が変化を遂げつつあ ったこと ，そし

てそれに対応した既存の国際分業関係を利用することができたことによる 。

　しかし１９６０年代中頃までの日本貿易は，欧米諸国によっ て形成された既存の国際分業

関係の再編を促すような要因とはな っていない。むしろ日本経済は，世界経済構造，国

際分業関係に対応した貿易構造を形成することによっ て重化学工業を発展させ，そして

重化学工業の発展がまた新たな貿易関係の進展を促すことによっ て再生産を軌道にのせ

ることができた。また１９６０年代中頃より欧米諸国向け輸出が増加したこと ，また原料な

どの輸入先を合衆国から発展途上国などに転換し始めたことなどは，日本経済が世界経

済構造の変化に対応して貿易構造の転換をはからねぼならなか ったことを表している 。

　発展途上国における経済開発や先進諸国における過剰生産，過剰資本の顕在化や生産

力発展の鈍化，生産力発展の不均等，多国籍企業の海外進出などとい った戦後世界経済

の構造変化は，１９６０年代における世界市場の拡大，世界貿易の増大をもたらした 。１９６０

年代後半から１９７０年代における日本貿易の急増は，日本経済の生産力増強と国際競争力

における圧倒的優位によって促されただけでなく ，このような戦後世界経済の構造変化

によっ て促されたものでもある 。だが１９７０年代中頃の世界恐慌と不況の進行は，先進諸

国や発展途上国の生産力発展の鈍化，生産力発展の不均等をもたらした。その中で西ア

ジアや東南アジアなどの諸国では経済開発が依然として進行したため，日本経済は，こ

れらの地域への輸出を拡大することによっ て輸出増加を維持することができた。またよ

り安価な原料資源の確保や在外生産，販売拠点の設立などを目的とした日本資本の海外
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進出が増加し始める 。日本資本は，合衆国など他の先進資本主義諸国と競合関係に立つ

商品を大量に輸出することによっ て， また海外進出，在外生産の展開によっ て世界経済

構造の変化，国際的分業関係の再編を促し始めた。しかし日本資本の海外進出，在外生

産の展開は，繊維産業を中心として発展途上国における生産力発展を促し ，１９７０年代中

頃から競合関係に立つようにな った 。

　以上のように，世界経済構造，国際的分業関係は，１９６０年代，１９７０年代における日本

貿易の増加を促すものであ った。確かに「高度成長」期における日本経済の生産力発展
，

再生産構造の再編は，国際競争力を強化し重化学工業商品を主要輸出商品とした。しか

し日本経済の生産力発展も戦後世界経済構造の変化なしにはありえなか った。日本は

１９６０年代から１９７０年代にかけて農産物や鉱物などの一次産品を除く殆どの工業製品を合

衆国や西 ヨーロッパ諸国へは勿論のこと ，西アジア ，東南アジア ，中南米，アフリカ ，

杜会主義諸国など，広範な地域へ輸出を拡大した。またいくつかの地域との間で同種商

品が相互に輸出入されるような現象も見られるようにな った。このような貿易構造を考

えるとき ，日本の貿易が拡大する必然性を明らかにするためには，日本経済の生産力の

態様の変化だけでなく ，世界市場における国際競争の状態や世界経済の構造や国際分業

関係の変化などの側面からも考慮しなければならたい 。

　アメリヵの統一的世界市場彩成や１ドル＝３６０円の固定 レート制度を軸とするＩＭＦ ・

ＧＡＴＴ体制は，戦後世界経済構造の枠組みとして ，今日まで日本が貿易を急速に成長

させる上で大きな役割を果たした。しかし国際的分業関係は決して固定的なものではな

い。 世界経済構造も決して固定的なものではなく ，絶えず変化している 。したが って貿

易構造もその世界経済の構造変化に対応してその態様を絶えず変化するのである 。貿易

構造の特徴を分析するためには，世界経済構造の変化に対応して国際的分業関係の再編

が促される側面を考察することも必要であると思う 。

　１９７０年代には日本資本の国際的活動が活発化し，国際的分業関係の再編や，日本の貿

易構造の変化を促すようにな った。また例えは繊維産業では衣類なとの労働集約的な商

品から合成繊維原料（スティープルなど）の資本集約的な商品まで生産されるようにな
っ

た。 このように各産業で生産され輸出される商品も多様化した。したが って個別産業 レ

ベルでの貿易関係の分析も必要である 。

　外国貿易は国民経済問の国際的商品交換である 。またより具体的にいえば各国民的個

別資本の再生産運動の一環としての世界市場における商品の価値実現でもあり ，超過利

潤の取得を目的とした運動彩態でもある 。したが って外国貿易は，世界市場における資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５６）



戦後日本の貿易分析について（茶谷） ９７

本の商品価値実現，超過利潤の取得彩態であるから，国際価格をめぐる諸資本の競争形

態の変化，国際競争力の変化によっ て外国貿易の態様も変化する 。しかし各個別資本の

再生産運動もそれぞれの属する国民経済における杜会的総資本の再生産運動＝構造の変

化に規制される側面をもつ。それは輸出をする側，輸入する側の両面にいえることであ

る。 したが って各国民経済の杜会的再生産運動の態様が変化することによっ て外国貿易

の態様も変化する 。世界市場の規模が変化したり ，市場問題が激化することによっ ても

国際競争力の優位性に変化が生じ国際的分業関係の再編を促されるであろう 。またどの

ように既存の国際的分業関係の態様が変化するかによっ て外国貿易は変化するであろう 。

　このような観点，すなわち貿易分析にあた って世界市場，世界経済そして国際分業関

係の態様によっ て規定される側面をどのようにとらえるべきであろうか。最初に述べた

ように，戦後日本貿易分析の方法としては名和氏の「三環節」論や吉村氏の「不均等発

展」論などがある 。吉村氏の分析視角は，国民経済内部の再生産構造の態様からのみ日

本の貿易関係を考察しようとするものであ ったように思う 。名和氏の「三環節」論は ，

氏独自の国際価値論を基礎として比較生産費構造にもとづく国際的分業関係，世界市場

・世界経済観と国内市場狭隆論に特徴づけられる日本経済の再生産構造の態様とを結び

付けることによっ て日本貿場の特徴を「三環節」として定式化した。ではこのような名

和氏の「三環節」論のような比較生産費説的な観点から世界市場を位置付げる方法は ，

現代貿易の分析にあた って何も問題点がないのであろうか。またその他にどのような方

法があるだろうか。本稿では貿易分析に世界市場を位置付ける必要性を強調したにとど

まり ，どのように取り扱うべきかについて明らかにしていない。これは今後の研究課題

である 。

　またその際，現実の貿易構造の特徴をさまざまな角度から捉えることも必要であろう 。

本稿では戦後日本貿易の分析方法との関連で１９５０年代から１９７０年代にかけての貿易構造

の特徴について貿易統計の整理を通して明らかにしたにとどまる 。したが って今後は ，

１９８０年代における日本貿易構造の特徴を貿易統計の整理を通して明らかにする必要があ

る。 また貿易構造の変化の原因を明らかにするためには，さらに本稿ではなし得なか っ

た戦後世界経済や，その中における日本経済の特徴の分析も行う必要もある 。これらも

残された課題である 。
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